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告 示

�愛媛県告示第７２２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商工観光課並びに松前町役場において告示の日から

４月間縦覧に供する。

令和４年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フジ松前店・ドラッグセ
イムス松前筒井店

伊予郡松前町筒井４４
８番地１ 外

大規模小売店舗を設置する者
の代表者の氏名

第一リース株式会社
代表取締役
長津 克司

第一リース株式会社
代表取締役
吉田 勝彦

令和３年
４月１日

令和４年
６月１６日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の名称及び代表者
の氏名

株式会社フジ
代表取締役
尾� 英雄
ほか３者

株式会社フジ・リテ
イリング
代表取締役
山口 普
ほか３者

令和４年
３月１日
ほか

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局地域産業振興部商

工観光課並びに松前町役場において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

発 行 愛 媛 県
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�愛媛県告示第７２３号
次のように公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」と

いう。）第２条第１項の規定に基づく埋立ての免許の出願があった。

法第３条第１項に規定する書面及び関係図書は、愛媛県庁、東予

地方局四国中央土木事務所及び四国中央市役所において告示の日か

ら起算して３週間公衆の縦覧に供する。

令和４年６月２８日

三島川之江港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 中 村 時 広

１ 出願者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名及び住所

四国中央市

愛媛県四国中央市三島宮川４丁目６番５５号

代表者 四国中央市長 篠原 実

愛媛県四国中央市金生町下分１２１番地２

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

四国中央市川之江町４１１０番から４２３６番３を経て４０８７番６０に

至る地先公有水面

イ 区域

次の１点と２点を直線で結んだ線及び２点と１点を結ぶ令

和３年秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋３．９９ｍ）における公有

水面と陸地との境界線により囲まれた区域

基点（愛媛県四国中央市川之江町１０８７番４、国土地理院

「川之江」三等三角点）は、北緯３４度００分４６．８０３１秒、東経

１３３度３４分０２．５６２３秒の地点

１点は、基点から真北２９７度１７分２５秒、５１１．４５８メートルの

地点

２点は、１点から真北２７度４１分５３秒、４３０．９８メートルの地

点

ウ 面積

１８４，２３３．１８平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

四国中央市川之江町４１１０番から１０８７番４を経て４０８７番６０に

至る地先公有水面及び陸域

イ 区域

次のＡ点からＭ点までを順次直線で結んだ線及びＭ点とＡ

点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（愛媛県四国中央市川之江町１０８７番４、国土地理院

「川之江」三等三角点）は、北緯３４度００分４６．８０３１秒、東経

１３３度３４分０２．５６２３秒の地点

Ａ点は、基点から真北２９１度０８分４８秒、４９９．７０８メートルの

地点

Ｂ点は、Ａ点から真北２０７度４１分５６秒、４６．６３メートルの地

点

Ｃ点は、Ｂ点から真北２９７度４１分５３秒、２１５．００メートルの

地点

Ｄ点は、Ｃ点から真北２７度４１分５３秒、６３０．９８メートルの地

点

Ｅ点は、Ｄ点から真北１１７度４１分５３秒、２１５．００メートルの

地点

Ｆ点は、Ｅ点から真北２０７度４１分５４秒、５１．８５メートルの地

点

Ｇ点は、Ｆ点から真北１２７度５６分５２秒、３４９．５０メートルの

地点

Ｈ点は、Ｇ点から真北３１度１７分４３秒、１１２．７０メートルの地

点

Ｉ点は、Ｈ点から真北１１１度３３分０７秒、１３９．０５メートルの

地点

Ｊ点は、Ｉ点から真北２０６度０６分５７秒、２９２．３９メートルの

地点

Ｋ点は、Ｊ点から真北２３３度２７分５９秒、１４１．６５メートルの

地点

Ｌ点は、Ｋ点から真北２０１度４１分１６秒、１５０．０７メートルの

地点

Ｍ点は、Ｌ点から真北２５３度３１分４１秒、１３３．３３メートルの

地点

ウ 面積

３９６，９７０．１０平方メートル

３ 埋立地の用途

用 途 配 置 規 模

保管施設用地 埋立地の北西側に位置 約６．８�

製造業用地

①埋立地の中央部に位置 ①約５．８�

②埋立地の東側に位置 ②約２．５�

建設業用地 埋立地の南側に位置 約１．２�

緑 地 埋立地の東端に位置 約１．１�

道路用地

①製造業用地①と製造業用地②の間に位置 ①約０．９�

②製造業用地②と緑地の間に位置 ②０．１�未満

護岸用地 埋立地の北西側に位置 ０．１�未満

４ 出願年月日

令和４年６月１３日

�������
�愛媛県告示第７２４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

松山市小栗町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和４年６月２８日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課



愛 媛 県 報令和４年６月２８日 第３１９号

５８８

��������������

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第７２５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

城川町魚成土地改良区から次のとおり役員が就任した旨の届出があ

った。

令和４年６月２８日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

就 任

�������
�愛媛県告示第７２６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

長浜町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

令和４年６月２８日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第７２７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

長浜町土地改良区の定款の変更を認可した。

令和４年６月２８日

愛媛県南予地方局長 赤 坂 克 洋

�愛媛県告示第７２８号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和４年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 友 澤 光 則 松山市小栗５丁目９－２０

〃 澤 田 悟 松山市小栗３丁目４－４３

〃 新 家 稔 松山市雄郡１丁目２－２

〃 竹 嶋 秀 明 松山市小栗２丁目４－８

〃 松 本 敏 松山市小栗７丁目１０－３９

監 事 澤 田 茂 松山市小栗３丁目４－４０

〃 神 野 邦 彦 松山市小栗６丁目８－５

〃 青 木 博 美 松山市小栗５丁目６－１５

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 友 澤 光 則 松山市小栗５丁目９－２０

〃 澤 田 悟 松山市小栗３丁目４－４３

〃 新 家 稔 松山市雄郡１丁目２－２

〃 竹 嶋 秀 明 松山市小栗２丁目４－８

〃 松 本 敏 松山市小栗７丁目１０－３９

監 事 澤 田 茂 松山市小栗３丁目４－４０

〃 神 野 邦 彦 松山市小栗６丁目８－５

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 山 内 康 弘 西予市城川町魚成４９番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 一 宮 義 道 大洲市豊茂乙３２７番地

〃 菊 地 英 夫 大洲市豊茂乙１２２番地１

〃 � 井 一 大洲市長浜町大越甲１１５番地１

〃 惣 谷 夫二郎 大洲市戒川甲９６４番地

〃 山 下 利 治 大洲市柴甲１５９５番地

〃 宮 本 増 憲 大洲市戒川甲２１４番地

〃 東 信 利 大洲市長浜町黒田甲１３７番地

〃 峯 田 泰 稔 大洲市長浜町今坊甲１１１４番地

〃 田 中 堅太郎 大洲市長浜町櫛生乙１３５番地

〃 岡 孝 志 大洲市長浜町沖浦丙２１２５番地

〃 垣 見 芳 彦 大洲市長浜町出海乙１１６９番地

〃 酒 城 元 直 大洲市長浜町出海甲１２９５番地

〃 重 松 直 博 大洲市長浜甲１２１番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 一 宮 義 道 大洲市豊茂乙３２７番地

〃 菊 地 英 夫 大洲市豊茂乙１２２番地１

〃 叶 岡 廣 志 大洲市長浜町上老松甲１２番地２

〃 惣 谷 夫二郎 大洲市戒川甲９６４番地

〃 山 下 利 治 大洲市柴甲１５９５番地

〃 宮 本 増 憲 大洲市戒川甲２１４番地

〃 矢 間 一 義 大洲市長浜町今坊甲１４０７番地

〃 大 谷 信 行 大洲市長浜町黒田甲２９０番地３

〃 田 中 堅太郎 大洲市長浜町櫛生乙１３５番地

〃 岡 孝 志 大洲市長浜町沖浦丙２１２５番地

〃 垣 見 芳 彦 大洲市長浜町出海乙１１６９番地

〃 垣 内 岩 光 大洲市長浜町出海甲１２０６番地

〃 丸 山 壽 一 大洲市長浜甲４９１番地

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１）第１５６３５号 令和元年
９月２７日 奥電㈲ 恩地 裕子 八幡浜市産業通１６－３７ 令和４年

５月１８日 消防施設工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２９）第８２７２号 平成２９年
６月１０日 三好建築 三好 道� 西予市明浜町狩浜２－１６

１
令和４年
５月２４日 建築工事業 建設業の廃止
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�愛媛県告示第７２９号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

令和４年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７３０号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

令和４年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器機能障害 内 科 か ど た 内 科 門 田 � 紀 伊予郡砥部町高尾田６３５番地２ 令和

４年６月１日

肢 体 不 自 由 脳神経内科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 藤 下 幸 穂 東温市志津川 令和

４年６月１日

心 臓 機 能 障 害 循環器内科 愛媛県立新居浜病院 黒 河 司 新居浜市本郷三丁目１番１号 令和
４年６月１日

心 臓 機 能 障 害 循環器内科 愛媛県立新居浜病院 黒 川 慶 昇 新居浜市本郷三丁目１番１号 令和
４年６月１日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 社会医療法人北斗会
大洲中央病院 山 下 優 嗣 大洲市東大洲５番地 令和

４年６月１日

肢体不自由、心臓・じん臓・呼
吸器・肝臓機能障害 内 科 社会医療法人北斗会

大洲中央病院 上 原 貴 秀 大洲市東大洲５番地 令和
４年６月１日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科
独立行政法人地域医
療機能推進機構宇和
島病院

大 口 雅 紀 宇和島市賀古町二丁目１番３７号 令和
４年６月１日

平衡・音声・言語・そしゃく機
能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 �須賀 大 暢 東温市志津川 令和
４年６月１日

平衡・音声・言語・そしゃく機
能障害 耳鼻咽喉科 国立大学法人愛媛大

学医学部附属病院 日根野 真 有 東温市志津川 令和
４年６月１日

視 覚 障 害 眼 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 小 川 佳 華 東温市志津川 令和

４年６月１日

視 覚 障 害 眼 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 大 川 悠 真 東温市志津川 令和

４年６月１日

視 覚 障 害 眼 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 岡 本 雄一郎 東温市志津川 令和

４年６月１日

視 覚 障 害 眼 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 近 藤 元 史 東温市志津川 令和

４年６月１日

視 覚 障 害 眼 科 国立大学法人愛媛大
学医学部附属病院 坂 井 大 五 東温市志津川 令和

４年６月１日

ぼうこう又は直腸機能障害 外 科 市立八幡浜総合病院 � � 太 郎 八幡浜市大平１番耕地６３８番地 令和
４年６月１日

肢体不自由、呼吸器機能障害 小 児 科 市立八幡浜総合病院 宇都宮 秀 和 八幡浜市大平１番耕地６３８番地 令和
４年６月１日

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

小 倉 麻 由 一般財団法人積善会愛媛十全
医療学院附属病院 東温市南方５６１番地 国立大学法人愛媛大学医学部

附属病院 東温市志津川 令和４年
４月１日

黒 河 健 愛 媛 県 立 今 治 病 院 今治市石井町四丁目５番５号 独立行政法人地域医療機能推
進機構宇和島病院

宇和島市賀古町二丁目１番３７
号

令和４年
４月１日

今 井 浩 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 西 条 市 立 周 桑 病 院 西条市壬生川１３１番地 令和４年

５月１日

渡 辺 隆 太 愛 媛 県 立 今 治 病 院 今治市石井町四丁目５番５号 国立大学法人愛媛大学医学部
附属病院 東温市志津川 令和４年

４月１日

関 谷 健 佑 西 条 中 央 病 院 西条市朔日市８０４番地 独立行政法人国立病院機構愛
媛医療センター 東温市横河原３６６番地 平成３１年

４月１日
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�公 告

公文書の公開の実施状況

令和３年度の公開請求等に対する公文書の公開の実施状況の概要

を次のとおり公表する。

令和４年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 公文書の公開の請求等及び処理の状況

（単位：件）

区 分
請求等の
件 数

処 理 の 状 況
取 下 げ

公 開 部分公開 非 公 開

公開請求 ２，９１５ １，９５７ ６７７ ２４０ ４１

公開申請 ４ １ ２ ０ １

計 ２，９１９ １，９５８ ６７９ ２４０ ４２

注１ 公開請求とは、愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号。以下
「条例」という。）に基づく公開請求をいう。
２ 公開申請とは、条例附則第３項ただし書の規定によりなおその効力を有
するものとされている愛媛県情報公開要綱（平成５年１０月愛媛県・愛媛県
公営企業管理局・愛媛県教育委員会・愛媛県選挙管理委員会・愛媛県人事
委員会・愛媛県監査委員・愛媛県地方労働委員会・愛媛県収用委員会・愛
媛海区漁業調整委員会・愛媛県内水面漁場管理委員会告示第１２５５号。以下
「要綱」という。）に基づく公開申請（要綱第２条第１項に規定する実施
機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び写真であって、
同条第２項に規定する決裁等が終了したもののうち、公立大学法人愛媛県
立医療技術大学に引き継がれたものに係る公開申請を含む。）をいう。

２ 公文書の公開の請求等の実施機関別内訳

（単位：件）

実 施 機 関 公開請求件数 公開申請件数

総 務 部 ５９ ０

企 画 振 興 部 １８ ０

知 観 光 ス ポ ー ツ 文 化 部 ８ ０

県 民 環 境 部 ６０ ０

保 健 福 祉 部 ２７６ ０

経 済 労 働 部 ４４ １

農 林 水 産 部 ４０８ ０

事 土 木 部 １，３８４ ２

出 納 局 ８ ０

小 計 ２，２６５ ３

議 会 １３

公 営 企 業 管 理 者 ３５ ０

教 育 委 員 会 ３０３ １

選 挙 管 理 委 員 会 ８ ０

人 事 委 員 会 １３ ０

監 査 委 員 ０ ０

公 安 委 員 会 １

警 察 本 部 長 ２７７

労 働 委 員 会 ０ ０

収 用 委 員 会 ０ ０

海 区 漁 業 調 整 委 員 会 ０ ０

内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会 ０ ０

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ０ ０

愛 媛 県 土 地 開 発 公 社 ０

合 計 ２，９１５ ４

３ 公文書の公開の請求等の主な内容

（単位：件）

請 求 等 の 主 な 内 容 公開請求件数 公開申請件数

工事設計書 １，１７６ ０

建築工事再資源化等届出書 ３８７ ０

懲戒処分等の職員の処分関係 ２２５ ０

名簿関係 １８８ ０

公益法人等の決算書類 １５０ ０

４ 公文書公開請求者等別の内訳

（単位：件）

公 開 請 求 者 等 の 区 分 公開請求件数 公開申請件数

県内に住所を有する者又は事務所若しくは事業所を
有する個人及び法人その他団体

２，０３９ ３

その他のもの ８７６ １

５ 不服申立て等の状況

� 不服申立て

（単位：件）

不服申立て件数 処 理 の 状 況

令和
２年度
からの
繰 越
件 数

令和
３年度
不 服
申立て
件 数

裁 決 又 は 決 定

審理中 取下げ却 下 棄 却 一 部
認 容

認 容

５ ２ ０ ５ ０ ０ ２ ０

注 不服申立てとは、公文書の公開請求に対する決定について、行政不服
審査法（平成２６年法律第６８号）に基づく不服申立てをいう。

� 不服申出

実績なし

�������
�公 告

個人情報の開示等の実施状況

令和３年度の開示請求等に対する個人情報の開示等の実施状況の

概要を次のとおり公表する。

令和４年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 個人情報取扱事務の登録件数

（単位：件）

実 施 機 関 年度末件数

総 務 部 ８０

企 画 振 興 部 ５５

知 観 光 ス ポ ー ツ 文 化 部 ９０

県 民 環 境 部 ２０７

保 健 福 祉 部 ５４５

経 済 労 働 部 ８４

農 林 水 産 部 ２０８

事 土 木 部 １３２

出 納 局 １０

小 計 １，４１１

議 会 １３

公 営 企 業 管 理 者 ２８

教 育 委 員 会 １２４

選 挙 管 理 委 員 会 １７

人 事 委 員 会 ４

監 査 委 員 ５

公 安 委 員 会 ６

警 察 本 部 長 １６７

労 働 委 員 会 ４

収 用 委 員 会 １１

海 区 漁 業 調 整 委 員 会 ２

内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会 １

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ２３

合 計 １，８１６

２ 個人情報の開示請求の状況

� 書面による開示請求
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（単位：件）

実 施 機 関
請 求 の
件 数

処 理 の 状 況
取 下 げ

開 示 部分開示 非 開 示

知 事 ３６ ８ １７ １０ １

公営企業管理者 １４４ ６３ ７３ ８ ０

教 育 委 員 会 ８７ ４ ４ ７９ ０

人 事 委 員 会 １ １ ０ ０ ０

公 安 委 員 会 ７ ５ ２ ０ ０

警 察 本 部 長 ６２ ０ ５８ ４ ０

合 計 ３３７ ８１ １５４ １０１ １

注 他の実施機関については、実績なし。

� 口頭による開示請求

（単位：件）

実 施 機 関 請求の件数

総 務 部 ２１

知 保 健 福 祉 部 ２８

事 経 済 労 働 部 ５

小 計 ５４

教 育 委 員 会 ６，１３５

人 事 委 員 会 ６２

警 察 本 部 長 ６１

公 営 企 業 管 理 者 ４

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ７２

合 計 ６，３８８

注１「口頭による開示請求」とは、実施機関があらか
じめ定めた個人情報について、口頭により開示請
求できるものであり、請求があった場合は、原則
開示するものである。
２ 他の実施機関については、実績なし。

３ 個人情報の訂正請求の状況

（単位：件）

実 施 機 関
請 求 の
件 数

処 理 の 状 況
取 下 げ

訂 正 部分訂正 非 訂 正

保 健 福 祉 部 １ ０ ０ １ ０

教 育 委 員 会 １ ０ ０ １ ０

合 計 ２ ０ ０ ２ ０

注 他の実施機関については、実績なし。

４ 個人情報の利用停止請求の状況

実績なし

５ 不服申立ての状況

（単位：件）

区 分

不服申立て件数 処 理 の 状 況

令和
２年度
からの
繰 越
件 数

令和
３年度
不 服
申立て
件 数

裁 決 又 は 決 定

却 下 棄 却 一 部
認 容

認 容 審理中 取下げ

開示決定等
に係るもの ３ ４ ０ ７ ０ ０ ０ ０

訂正決定等
に係るもの ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

利用停止決
定等に係る
もの

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

�公 告

愛媛県立農業大学校入学試験の実施について

令和５年度愛媛県立農業大学校入学試験を次のとおり実施する。

令和４年６月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入学試験の区分

総合農学科及びアグリビジネス科

２ 入学試験の期日

� 総合農学科

ア 推薦入学試験

令和４年１０月１３日（木） 学科試験及び面接試験

イ 一般入学試験（１次募集）

令和５年１月１９日（木） 学科試験及び面接試験

ウ 一般入学試験（２次募集）。ただし、１次募集で定員に満

たない場合のみ実施する。

令和５年２月２８日（火） 学科試験及び面接試験

� アグリビジネス科

ア 入学試験（１次募集）

令和４年１０月１４日（金） 学科試験及び面接試験

イ 入学試験（２次募集）。ただし、１次募集で定員に満たな

い場合のみ実施する。

令和５年１月２０日（金） 学科試験及び面接試験

３ 入学試験の場所

松山市下伊台町１５５３番地

愛媛県立農業大学校

４ 募集人員、修業年限及び受験資格

� 総合農学科

コース 修業年限 募集人員

農 産 園 芸 コ ー ス

果 樹 コ ー ス ２年 ５５人

畜 産 コ ー ス

受験資格

次のいずれかに該当する者
� 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による高等学校又は
中等教育学校を卒業した者（令和５年３月に卒業見込みの
者を含む。）

� �に掲げる者のほか、知事がこれらの者と同等以上の学
力を有すると認めた者

� アグリビジネス科

コース 修業年限 募集人員

農業経営者養成コース １年 ５人

受験資格

次のいずれかに該当する者
� 学校教育法による大学を卒業した者（令和５年３月に卒
業見込みの者を含む。）又は同法による専門職大学の前期
課程を修了した者（令和５年３月に修了見込みの者を含む。）

� 学校教育法による高等専門学校を卒業した者（令和５年
３月に卒業見込みの者を含む。）

� 学校教育法による専修学校の専門課程（修業年限が２年
以上のものに限る。）を修了した者（令和５年３月に修了
見込みの者を含む。）

� 学校教育法による高等学校又は中等教育学校を卒業した
者であって２年以上の就業経験を有するもの

� 都道府県立農業者研修教育施設養成部門（農林水産大臣
と協議して設置されたものに限る。）を卒業した者（令和
５年３月に卒業見込みの者を含む。）

� �から�までに掲げる者のほか、知事がこれらの者と同
等以上の能力を有すると認めた者
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教育委員会規則

５ 学科試験科目

� 総合農学科

ア 推薦入学試験

小論文及び一般教養（一般常識）

イ 一般入学試験（１次募集）

国語（古典及び古典講読を除く。）及び一般教養（数学及

び理科）

ウ 一般入学試験（２次募集）（実施する場合）

国語（古典及び古典講読を除く。）及び一般教養（数学及

び理科）

� アグリビジネス科

ア 入学試験（１次募集）

小論文

イ 入学試験（２次募集）（実施する場合）

小論文

６ 入学願書受付期間

� 総合農学科

ア 推薦入学試験

令和４年９月１２日（月）から９月２６日（月）まで

イ 一般入学試験（１次募集）

令和４年１２月５日（月）から１２月１９日（月）まで

ウ 一般入学試験（２次募集）（実施する場合）

令和５年２月１日（水）から２月１５日（水）まで

� アグリビジネス科

ア 入学試験（１次募集）

令和４年６月２８日（火）から８月３１日（水）まで

イ 入学試験（２次募集）（実施する場合）

令和４年１０月２６日（水）から１１月３０日（水）まで

� 郵送による場合は、総合農学科及びアグリビジネス科とも当

該受付期間の締切日までの消印があるものは、受け付ける。

７ 受験手続

入学願書に次に掲げる書類等を添えて愛媛県立農業大学校長に

提出すること。

� 総合農学科に入学しようとする者にあっては最終学校の調査

書又は卒業証明書及び成績証明書、アグリビジネス科に入学し

ようとする者にあっては最終学校の卒業証明書若しくは卒業見

込証明書又は修了証明書若しくは修了見込証明書及び成績証明

書

� 総合農学科への推薦入学を希望する者にあっては、出身高等

学校又は出身中等教育学校の長の推薦書

� 入学選考料として２，２００円の愛媛県収入証紙

８ その他入学試験の詳細については、愛媛県立農業大学校に問い

合わせること。

�愛媛県教育委員会規則第５号
愛媛県教育職員の免許に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年６月２８日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

愛媛県教育職員の免許に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県教育職員の免許に関する規則（昭和３７年愛媛県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（用語）

第２条 この規則で、次の左欄に掲げる用語は、それぞれ右欄に掲

げるものをいう。

（用語）

第２条 この規則で、次の左欄に掲げる用語は、それぞれ右欄に掲

げるものをいう。

左欄 右欄 左欄 右欄

省略 省略

１９年改正法 教育職員免許法及び教育公務員特例法の一部を

改正する法律（平成１９年法律第９８号）

省略 省略

１９年改正法

施行規則

教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令

（平成２０年文部科学省令第９号）

更新講習規

則

免許状更新講習規則（平成２０年文部科学省令第

１０号）

第４章の２ 免許状更新講習

（免許状更新講習を受講できる者）

第５条の２ 更新講習規則第９条第１項第２号又は第３号に規定す

る免許管理者が定める者は、次に掲げる者とする。
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（臨時免許状の検定及び授与等の出願）

第６条 法第５条第５項、第５条の２第３項又は施行法第２条の規

定により、教育職員検定及び臨時免許状の授与又は新教育領域の

追加を願い出る者は、次に掲げる書類を提出しなければならな

い。

�～� 省略

� 教育職員として採用された者で、愛媛県内の地方公共団体に

おいて教育職員以外の職員として勤務しているもの（当該勤務

のため、教育委員会の要請に応じて退職し、引き続いて地方公

共団体の職員として勤務している者を含む。）のうち、学校教

育又は社会教育に関する専門的事項の指導等に関する事務に従

事している者として愛媛県教育委員会教育長（以下「教育長」

という。）が定める者

� 教育職員として採用された者で、独立行政法人国立青少年教

育振興機構国立大洲青少年交流の家の業務に従事するよう求め

る教育委員会の要請に応じて退職し、引き続いて同法人の職員

として勤務しているもののうち、学校教育又は社会教育に関す

る専門的事項の指導等に関する事務に従事している者として教

育長が定める者

� 愛媛県内に幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学

校、中等教育学校、特別支援学校又は幼保連携型認定こども園

を設置する学校法人の理事

� 愛媛県内に幼保連携型認定こども園を設置する社会福祉法人

の理事

（更新講習修了確認を受けなければならない者）

第５条の３ １９年改正法施行規則附則第３条第２号又は第３号に規

定する免許管理者が定める者は、１９年改正法附則第２条第１項に

規定する旧免許状所持者（以下「旧免許状所持者」という。）の

うち、前条第１号に掲げる者とする。

（免許状更新講習を受ける必要がない者）

第５条の４ 法施行規則第６１条の４第２号又は第４号に規定する免

許管理者が定める者は、旧免許状所持者でない者のうち、第５条

の２第１号又は第２号に掲げる者とする。

２ １９年改正法施行規則附則第１０条第１項第２号又は第４号に規定

する免許管理者が定める者は、旧免許状所持者のうち、第５条の

２第１号に掲げる者とする。

（特に顕著な功績があつた者に対する表彰等）

第５条の５ 法施行規則第６１条の４第５号又は１９年改正法施行規則

附則第１０条第１項第５号に規定する表彰等は、免許状の有効期間

の満了する日又は修了確認期限までの１０年間になされた個人に対

する表彰等で、次に掲げるものとする。

� 教育者文部科学大臣表彰

� 文部科学大臣優秀教員表彰

� 愛媛県教職員選賞規程（昭和２４年１２月愛媛県教育委員会告示

第２６号）に定める表彰（教育職員として表彰されたものに限

る。）

� 愛媛県職員等表彰規則（昭和５４年愛媛県規則第５９号）第３条

第１号に定める優良職員表彰（教育職員として表彰されたもの

に限る。）

� 前各号に掲げるもののほか、文部科学大臣、都道府県教育委

員会、政令指定都市教育委員会又は私学団体が行う表彰等であ

つて、前各号に規定する表彰に準ずるものとして教育長が認め

るもの

（臨時免許状の検定及び授与等の出願）

第６条 法第５条第６項、第５条の２第３項又は施行法第２条の規

定により、教育職員検定及び臨時免許状の授与又は新教育領域の

追加を願い出る者は、次に掲げる書類を提出しなければならな

い。

�～� 省略
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� 省略

（特別免許状の検定及び授与の出願）

第６条の２ 法第５条第２項の規定により、教育職員検定及び特別

免許状の授与を願い出る者は、次に掲げる書類を提出しなければ

ならない。

�～� 省略

� 省略

（普通免許状授与等の出願）

第７条 法第５条第１項又は第５条の２第３項の規定により、普通

免許状の授与又は新教育領域の追加を願い出る者は、次に掲げる

書類を提出しなければならない。

�・� 省略

� 法施行規則第２条第１項の表備考第９号、第４条第１項の表

備考第８号、第７条第１項の表備考第４号又は第９条の表備考

第３号の規定により、教育実習等の単位を振り替える場合は、

実務に関する証明書

�～� 省略

� 省略

第７条の２ 法第１６条第１項 の規定により、普通免許状の授与

を願い出る者は、次に掲げる書類を提出しなければならない。

�～� 省略

	 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が前号 に掲げる

書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

第７条の３ １２年改正法附則第２項又は第３項の規定により、普通

免許状の授与を願い出る者は、次に掲げる書類を提出しなければ

ならない。

�～� 省略

	 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が前２号に掲げる

書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

（普通免許状の検定及び授与等の出願）

第９条 施行法第２条第１項の規定により、教育職員検定及び普通

免許状の授与を願い出る者は、次に掲げる書類を提出しなければ

ならない。

�～� 省略

� 有効期間更新証明書、更新講習修了確認証明書、１９年改正法

附則第２条第３項第３号の確認証明書、免許状更新講習免除証

明書、有効期間延長証明書又は修了確認期限延期証明書で直近

に発行されたもの（以下「更新証明書等」という。）の写し


 省略

（特別免許状の検定及び授与の出願）

第６条の２ 法第５条第３項の規定により、教育職員検定及び特別

免許状の授与を願い出る者は、次に掲げる書類を提出しなければ

ならない。

�～� 省略

� 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し


 省略

（普通免許状授与等の出願）

第７条 法第５条第１項又は第５条の２第３項の規定により、普通

免許状の授与又は新教育領域の追加を願い出る者は、次に掲げる

書類を提出しなければならない。

�・� 省略

� 法施行規則第６条第１項の表備考第９号若しくは第１０号

、第７条第１項の表備考第４号又は第１０条の表備考

第２号の規定により、教育実習等の単位を振り替える場合は、

実務に関する証明書

�～� 省略

� 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し

� 旧免許状所持者でない者で、普通免許状に係る所要資格を得

た日の翌日から起算して１０年を経過する日の属する年度の末日

を経過したものにあつては、免許状更新講習（修了）（履修）

証明書

� 省略

第７条の２ 法第１６条の２第１項の規定により、普通免許状の授与

を願い出る者は、次に掲げる書類を提出しなければならない。

�～� 省略

	 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し

� 旧免許状所持者でない者で、教員資格認定試験に合格した日

の翌日から起算して１０年を経過する日の属する年度の末日を経

過したものにあつては、免許状更新講習（修了）（履修）証明

書

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が前３号に掲げる

書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

第７条の３ １２年改正法附則第２項又は第３項の規定により、普通

免許状の授与を願い出る者は、次に掲げる書類を提出しなければ

ならない。

�～� 省略

	 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が前３号に掲げる

書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

（普通免許状の検定及び授与等の出願）

第９条 施行法第２条第１項の規定により、教育職員検定及び普通

免許状の授与を願い出る者は、次に掲げる書類を提出しなければ

ならない。

�～� 省略

� 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し

� 旧免許状所持者でない者で、施行法第２条第１項の表上欄各

号に掲げる者となつた日の翌日から起算して１０年を経過する日
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� 省略

第１０条 法第６条第１項又は第３項に規定する教育職員検定を受

け、法第５条第１項又は第５条の２第３項の規定により、普通免

許状の授与又は新教育領域の追加を願い出る者は、次に掲げる書

類（法第６条第３項に規定する教育職員検定を受ける者にあつて

は、第４号又は第９号に掲げる書類を除く。）を提出しなければ

ならない。

�～� 省略

� 省略

� 省略

（免許状の書換え又は再交付の出願）

第１１条 法第１５条の規定により、免許状の書換えを願い出る者は、

次に掲げる書類を提出しなければならない。

�～� 省略

第１２条 法第１５条の規定により、免許状の再交付を願い出る者は、

次に掲げる書類を提出しなければならない。

�～� 省略

（特別非常勤講師の届出）

第１２条の２ 法第３条の２第１項の規定により、各相当学校の教員

の相当免許状を有しない者を非常勤講師に任命し、又は雇用しよ

うとする者は 、特別非常勤講師任命等届出書（様式

第１６号の２）を提出しなければならない。

の属する年度の末日を経過したものにあつては、免許状更新講

習（修了）（履修）証明書

� 省略

第１０条 法第６条第１項又は第３項に規定する教育職員検定を受

け、法第５条第１項又は第５条の２第３項の規定により、普通免

許状の授与又は新教育領域の追加を願い出る者は、次に掲げる書

類（法第６条第３項に規定する教育職員検定を受ける者にあつて

は、第４号又は第１１号に掲げる書類を除く。）を提出しなければ

ならない。

�～� 省略

� 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し

� 旧免許状所持者でない者で、普通免許状に係る所要資格を得

た日の翌日から起算して１０年を経過する日の属する年度の末日

を経過したものにあつては、免許状更新講習（修了）（履修）

証明書

� 省略

� 省略

（免許状の書換え又は再交付の出願）

第１１条 法第１５条の規定により、免許状の書換えを願い出る者は、

次に掲げる書類を提出しなければならない。

�～� 省略

� 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し

第１２条 法第１５条の規定により、免許状の再交付を願い出る者は、

次に掲げる書類を提出しなければならない。

�～� 省略

� 旧免許状所持者でない者にあつては、更新証明書等の写し

（特別非常勤講師の届出）

第１２条の２ 法第３条の２第１項の規定により、各相当学校の教員

の相当免許状を有しない者を非常勤講師に任命し、又は雇用しよ

うとする者は、あらかじめ、特別非常勤講師任命等届出書（様式

第１６号の２）を提出しなければならない。

第５章の２ 免許状更新等の手続

（免許状の有効期間の更新等の申請）

第１５条の２ 法第９条の３第１項に規定する免許状更新講習の課程

を修了し、法第９条の２第１項の規定により免許状の有効期間の

更新を申請する者、１９年改正法附則第２条第２項の規定により更

新講習修了確認を申請する者又は同条第３項第３号の規定により

免許状更新講習の課程を修了した後２年２月の期間内にあること

についての確認を申請する者は、次に掲げる書類を提出しなけれ

ばならない。

� 有効期間更新（更新講習修了確認）等申請書（様式第１９号）

	 免許状更新講習（修了）（履修）証明書

� 現に有する免許状の写し又は教育職員免許状授与証明書（様

式第１６号）

� 更新証明書等の写し


 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が前３号に掲げる

書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

（免許状更新講習を受ける必要がない旨の認定等の申請）

第１５条の３ 法第９条の２第３項の規定により免許状更新講習を受

ける必要がない旨の認定を受け同条第１項の規定により免許状の

有効期間の更新を申請する者又は１９年改正法附則第２条第５項の

規定により免許状更新講習を受ける必要がない旨の認定を申請す

る者は、次に掲げる書類を提出しなければならない。
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� 免許状更新講習免除（による有効期間更新）申請書（様式第

２０号）

� 在職等証明書（様式第２３号）

� 法施行規則第６１条の４第１項第３号又は１９年改正法施行規則

附則第１０条第１項第３号に掲げる者にあつては、免許状更新講

習の講師であることを証する書類

� 法施行規則第６１条の４第１項第５号又は１９年改正法施行規則

附則第１０条第１項第５号に掲げる者にあつては、表彰状等の写

し又は表彰等を受けたことを証する書類

� 教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令附則第１０条第

１項第６号の規定に基づき文部科学大臣が定める者に関する告

示（平成２０年３月文部科学省告示第５１号）に掲げる者にあつて

は、同告示に定める講習を履修したことの証明書

� 現に有する免許状の写し又は教育職員免許状授与証明書（様

式第１６号）

� 更新証明書等の写し

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が第２号から前号

までに掲げる書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

（免許状の有効期間の延長等の申請）

第１５条の４ 法第９条の２第５項又は１９年改正法附則第２条第４項

の規定により、免許状の有効期間の延長又は修了確認期限の延期

を申請する者は、次に掲げる書類を提出しなければならない。

� 有効期間延長（修了確認期限延期）申請書（様式第２１号）

� 延長（延期）事由証明書（様式第２４号）

� 法施行規則第６１条の５第５号又は１９年改正法施行規則附則第

７条第１項第５号に掲げる事由により延長又は延期を申請する

者にあつては、大学院等の在学証明書

� 現に有する免許状の写し又は教育職員免許状授与証明書（様

式第１６号）

� 更新証明書等の写し

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が第２号から前号

までに掲げる書類の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

（延長された免許状の有効期間等の変更の申出）

第１５条の５ 前条に規定する免許状の有効期間の延長又は修了確認

期限の延期をされた者は、当該延長された期間又は延期された期

限を変更する必要があるときは、当該延長又は延期に係る有効期

間延長（修了確認期限延期）申請書に添付した延長（延期）事由

証明書の延長又は延期の事由の欄に記載した期間内に、次に掲げ

る書類を提出しなければならない。

� 有効期間延長（修了確認期限延期）の期間変更等申出書（様

式第２２号）

� 有効期間延長証明書又は修了確認期限延期証明書

� 延長（延期）事由証明書（様式第２４号）

� 法施行規則第６１条の５第５号又は１９年改正法施行規則附則第

７条第１項第５号に掲げる事由により延長又は延期された者に

あつては、大学院等の在学証明書

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が前３号に掲げる

証明書の記載と異なる者にあつては、戸籍抄本等

（更新証明書等が発行された旨の証明書の交付申請）

第１５条の６ 更新証明書等が発行された旨の証明書の交付を受けよ

うとする者は、次に掲げる書類を提出しなければならない。

� 更新証明書等が発行された旨の証明書交付申請書（様式第２５

号）
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（手数料）

第１６条 免許状の授与、新教育領域の追加

、書換え若しくは再交付又は教育職員検定

を願い出る者は、手数料として、愛媛県手数料条例

（平成１２年愛媛県条例第３号）で定められた金額に相当する愛媛

県収入証紙を願書に貼付 しなければならない。

（様式）

第１８条 この規則の定めるところにより提出し、交付し又は保存す

ることを要する次の左欄に掲げる書類は、それぞれ右欄の様式に

よる。

� 改姓又は転籍により現在の氏名又は本籍地が発行された旨の

証明を受けようとする更新証明書等の記載と異なる者にあつて

は、戸籍抄本等

（手数料）

第１６条 免許状の授与、新教育領域の追加、免許状の有効期間の更

新若しくは延長、書換え若しくは再交付、教育職員検定、更新講

習修了確認、１９年改正法附則第２条第３項第３号の規定に基づく

確認、修了確認期限の延期又は免許状更新講習を受ける必要がな

い旨の認定を願い出る者は、手数料として、愛媛県手数料条例

（平成１２年愛媛県条例第３号）で定められた金額に相当する愛媛

県収入証紙を願書にちよう付しなければならない。

（様式）

第１８条 この規則の定めるところにより提出し、交付し又は保存す

ることを要する次の左欄に掲げる書類は、それぞれ右欄の様式に

よる。

左欄 右欄 左欄 右欄

省略 省略

２４
有効期間更新（更新講習修了確

認）等申請書
様式第１９号

２５
免許状更新講習免除（による有効

期間更新）申請書
様式第２０号

２６
有効期間延長（修了確認期限延

期）申請書
様式第２１号

２７
有効期間延長（修了確認期限延

期）の期間変更等申出書
様式第２２号

２８ 在職等証明書 様式第２３号

２９ 延長（延期）事由証明書 様式第２４号

３０
更新証明書等が発行された旨の証

明書交付申請書
様式第２５号

別表第１（第５条関係）

省略

４ 高等学校教諭普通免許状

別表第１（第５条関係）

省略

４ 高等学校教諭普通免許状

免許状

授与の

根拠

受

け

よ

う

と

す

る

免

許

状

の

種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に

関する

専門的

事項に

関する

科目

各教科の指導法に関する

科目又は教諭の教育の基

礎的理解に関する科目等

大学

が独

自に

設定

する

科目

免許状

授与の

根拠

受

け

よ

う

と

す

る

免

許

状

の

種

類

在

職

年

数

総

単

位

数

教科に

関する

専門的

事項に

関する

科目

各教科の指導法に関する

科目又は教諭の教育の基

礎的理解に関する科目等

大学

が独

自に

設定

する

科目

単

位

数

最低

修得

科目

数

単

位

数

最低修得単位数

単位

数

単

位

数

最低

修得

科目

数

単

位

数

最低修得単位数

単位

数

各教

科の

指導

法に

関す

る科

目

教育

の基

礎的

理解

に関

する

科目

道徳、総

合的な学

習の時間

等の指導

法及び生

徒指導、

教育相談

等に関す

る科目

各教

科の

指導

法に

関す

る科

目

教育

の基

礎的

理解

に関

する

科目

道徳、総

合的な学

習の時間

等の指導

法及び生

徒指導、

教育相談

等に関す

る科目

法別表

第３

省

略

法別表

第３

省

略
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省略 省略

法施

行規

則附

則第

３５項

（看

護師

養成

施設

３年

制卒

業

者）

省

略

法施

行規

則附

則第

３８項

（看

護師

養成

施設

３年

制卒

業

者）

省

略

法施

行規

則附

則第

３５項

（看

護師

養成

施設

２年

制卒

業

者）

省

略

法施

行規

則附

則第

３８項

（看

護師

養成

施設

２年

制卒

業

者）

省

略

備考 省略

様式第１号（第７条―第７条の３関係） 教育職員免許状授与（追

加）申請書

備考 省略

様式第１号（第７条―第７条の３関係） 教育職員免許状授与（追

加）申請書

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

注１・２ 省略

３ 旧姓又は通称名の併記を希望する場合は、第７条第８

号、第７条の２第５号及び第７条の３第５号の規定にかか

わらず、旧姓又は通称名の確認を行うことができる戸籍抄

本等又は住民票の写しを添付すること。

４～６ 省略

様式第２号（第６条、第９条、第１０条関係） 教育職員（普通・臨

時）免許状検定及び授与（追加）願

注１・２ 省略

３ 旧姓又は通称名の併記を希望する場合は、第７条第１０

号、第７条の２第７号及び第７条の３第６号の規定にかか

わらず、旧姓又は通称名の確認を行うことができる戸籍抄

本等又は住民票の写しを添付すること。

４～６ 省略

様式第２号（第６条、第９条、第１０条関係） 教育職員（普通・臨

時）免許状検定及び授与（追加）願

省略 省略
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省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

注１・２ 省略

３ 旧姓又は通称名の併記を希望する場合は、第６条第１１

号、第９条第９号及び第１０条第１０号の規定にかかわらず、

旧姓又は通称名の確認を行うことができる戸籍抄本等又は

住民票の写しを添付すること。

４～６ 省略

様式第４号の３（第６条の２関係） 教育職員特別免許状検定及び

授与願

注１・２ 省略

３ 旧姓又は通称名の併記を希望する場合は、第６条第１２

号、第９条第１１号及び第１０条第１２号の規定にかかわらず、

旧姓又は通称名の確認を行うことができる戸籍抄本等又は

住民票の写しを添付すること。

４～６ 省略

様式第４号の３（第６条の２関係） 教育職員特別免許状検定及び

授与願

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

注１・２ 省略

３ 旧姓又は通称名の併記を希望する場合は、第６条の２第

１１号の規定にかかわらず、旧姓又は通称名の確認を行うこ

とができる戸籍抄本等又は住民票の写しを添付すること。

４・５ 省略

様式第４号の４（第６条の２関係） 特別免許状

注１・２ 省略

３ 旧姓又は通称名の併記を希望する場合は、第６条の２第

１２号の規定にかかわらず、旧姓又は通称名の確認を行うこ

とができる戸籍抄本等又は住民票の写しを添付すること。

４・５ 省略

様式第４号の４（第６条の２関係） 特別免許状

備
考
１
・
２

省
略

３

省
略

省
略

備
考
１
・
２

省
略

３

「
有
効
期
間
の
満
了
の
日
」
の
欄
に

は
、
免
許
状
の
有
効
期
間
の
満
了
す
る
日

を
記
載
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
旧
免
許
状

所
持
者
に
授
与
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、

こ
の
欄
を
設
け
な
い
こ
と
。

４

省
略

省
略有

効
期
間
の
満
了
の
日

年

月

日

様式第７号の２（第６条の２関係） 推薦書 様式第７号の２（第６条の２関係） 推薦書

省略 省略

教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第５条第３項の規

定に基づき、上記のとおり推薦します。

省略

教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第５条第４項の規

定に基づき、上記のとおり推薦します。

省略
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公営企業管理規程

様式第１９号から様式第２５号までを削る。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和４年７月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に提出されている改正前の愛媛県教育職員の免許に関する規則様式第１号、第２号、第４号の３、第７号の２、第

１７号及び第１８号の規定による申請書その他の書類は、改正後の愛媛県教育職員の免許に関する規則様式第１号、第２号、第４号の３、第

７号の２、第１７号及び第１８号の規定による申請書その他の書類とみなす。

３ この規則施行の際現にある改正前の愛媛県教育職員の免許に関する規則様式第１号、第２号、第４号の３、第７号の２、第１７号及び第

１８号の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用することができる。

�愛媛県公営企業管理規程第５号
愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

令和４年６月２８日

愛媛県公営企業管理者 山 口 真 司

愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程

愛媛県立病院料金規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

注 省略

様式第１７号（第１３条関係） 免許教科以外の教科を担任する許可申

請書

省略

注 省略

様式第１７号（第１３条関係） 免許教科以外の教科を担任する許可申

請書

省略

省略 省略

注１・２ 省略

３ 省略

様式第１８号（第１３条関係） 調書

省略

注１・２ 省略

３ この申請書は、２通（市町立中学校及び義務教育学校に

あつては、３通）提出すること。

４ 省略

様式第１８号（第１３条関係） 調書

省略

省略 省略

省略 省略

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 注１ この調書は、１通（市町立中学校及び義務教育学校にあ

つては、２通）提出すること。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

名 称 区分 単位 金 額 備考 名 称 区分 単位 金 額 備考

省略 省略

母体血清マーカー検査料 省略 母体血清マーカー検査料 省略

母体血出生前遺伝学的検査料 １回 １５９，５６０円

母体血出生前遺伝学的検査カ

ウンセリング料
１回 ５，５００円

省略 省略

注１～４ 省略

５ この表において「母体血出生前遺伝学的検査料」とは、

母体血出生前遺伝学的検査に際して行う母体血出生前遺伝

注１～４ 省略
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附 則

この管理規程は、令和４年７月１日から施行する。

学的検査カウンセリングに係る料金を含まない料金をい

う。

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略
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雑 報

�愛媛県市町村職員共済組合公告
愛媛県市町村職員共済組合定款第５条の規定に基づき、令和３年度決算の要旨を公告する。

令和４年６月２８日

愛媛県市町村職員共済組合

理事長 武 智 � 典

損益計算書の要旨 （単位：千円）

経 理 区 分 短期 厚生年金保険 退職等年金 経過的長期 退職等年金
預託金管理

経過的長期
預託金管理 業務 保健 宿泊 貯金 貸付 物資

負担金
４，４７９，０７４

１３，０３６，４６９ ６８４，０１２ ９６，３２４ ０ ０ ２０１，２２７
２３６，６０８

０ ０ ０ ０
５９０，６５７ ０

掛金・組合員保険料
４，５４４，４３３

８，３２９，４６７ ６８４，００５ ０ ０ ０ ０
１８４，７１２

０ ０ ０ ０
６０３，３１３ ０

収
施設収入・商品売上 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ５７，３１９ ０ ０ ０

受取手数料 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ５，０３８

組合員貸付金利息 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２７，８８８ ０

利息及び配当金
３１

０ ０ ０ １８，６８２ ０ １０
１１

７ ６５４，０３６ ３４４ ０
１ ０

入
その他収入

４４０，８３７
０ ０ ０ ０ ０ ８１，２２５

８１
４８，６９６ １６，２７９ ７６４ ８２

０ ０

補助金
３６，８９５

０ ０ ０ ０ ０ ０
０

０ ０ ０ ０
０ ４，４０３

他経理から繰入金 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３７，１０２ ０ ３１，０００ ０ ０ ０

前年度繰越支払準備金
６９２，８０２

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

計
１０，１９４，０７２

２１，３６５，９３６ １，３６８，０１７ ９６，３２４ １８，６８２ ０ ３１９，５６４
４２１，４１２

１３７，０２２ ６７０，３１５ ２８，９９６ ５，１２０
１，１９３，９７１ ４，４０３

給付
４，８２６，６１０

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

役職員給与 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １３３，１０３
１４，４８３

５１，０２１ ２４，１９４ ５，９８７ ２４６
０

厚生費 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １９８
２６７，９２２

１６３ ３１ ５ ０
４，３７１

支
特定健康診査等費 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

２８，０９８
０ ０ ０ ０

０

旅費・事務費 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １３，４０８
２，６３１

１，３０３ ２，８６２ １，７６３ ６４７
０

商品仕入 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ４１ ０ ０ ０

飲食材料費 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

委託費・委託管理費 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ８，９８５
１，５２８

２７，９９２ ３８５ ７３ ８７
０

支払利息 ０ ０ ０ ０ １８，６８２ ０ ０ ０ ０ ６２２，４８５ １８，６８０ １，７７３



愛
媛

県
報

令
和
４
年
６
月
２８
日

第
３１９
号

６０３

老人保健拠出金
０

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

退職者給付拠出金
６１

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

前期高齢者納付金
２，２８９，０７２

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

後期高齢者支援金
２，０８６，４６３

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

病床転換支援金
６

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

介護納付金
０

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
１，２１４，５１１

連合会払込金・拠出金
５７４，０４０

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

出

負担金払込金・掛金払込金・
保険料払込金 ０ ２１，３６５，９３６ １，３６８，０１７ ９６，３２４ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

他経理へ繰入金
３７，１０２

０ ０ ０ ０ ０ ０
３１，０００

０ ０ ０ ０
０ ０

その他支出
５４，０８２

０ ０ ０ ０ ０ １４７，７４６
４９，５５２

８２，２０８ ２７，２０９ ５，３４２ ３，９２９
３９５ ３２

次年度繰越支払準備金
７５５，５９０

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
０

計
１０，６２３，０２６

２１，３６５，９３６ １，３６８，０１７ ９６，３２４ １８，６８２ ０ ３０３，４４０
３９５，２１４

１６２，７２８ ６７７，１６６ ３１，８５０ ６，６８２
１，２１４，９０６ ４，４０３

差引当期利益金又は当期損失金（△）
△４２８，９５４

０ ０ ０ ０ ０ １６，１２４
２６，１９８

△２５，７０６ △６，８５１ △２，８５４ △１，５６２
△２０，９３５ ０

貸借対照表の要旨

資
流動資産 １，６１２，０３４ １，２９９，５１３ ８７，３２７ ５９３ １３１，２３９ ０ ５４６，７６５ ５７８，５３９ ４４２，３５０ ２０，５０５，８１３ １１２，５００ ２３４，０４５

産
固定資産 ０ ０ ０ ０ １，７６７，０００ ０ ６，１１３ １，１４０ ８１３，９８１ ４８，９６８，２７７ ２，０９２，０１３ ０

繰延資産 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

資 産 合 計 １，６１２，０３４ １，２９９，５１３ ８７，３２７ ５９３ １，８９８，２３９ ０ ５５２，８７８ ５７９，６７９ １，２５６，３３１ ６９，４７４，０９０ ２，２０４，５１３ ２３４，０４５

負
流動負債 １８，８４３ １，２９９，５１３ ８７，３２７ ５９３ ０ ０ ９，０４７

１３，６６５
４，７０８ ６４，６０４，６８４ ５６１ １，４１２

１，４８１

債
固定負債 ７５５，５９０ ０ ０ ０ １，８９８，２３９ ０ ２８６，３３６

５０，９９７
３８，９２８ １４，１６４ １，８３２，３２８ １７７，１１５

０

負債合計 ７７４，４３３ １，２９９，５１３ ８７，３２７ ５９３ １，８９８，２３９ ０ ２９５，３８３ ６６，１４３ ４３，６３６ ６４，６１８，８４８ １，８３２，８８９ １７８，５２７

純 資本剰余金 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １，１５７，６２７ ０ ０ ０

資 利益剰余金又は欠損金（△）
８５８，９１９

０ ０ ０ ０ ０ ２５７，４９５
５１３，５３６

５５，０６８ ４，８５５，２４２ ３７１，６２４ ５５，５１８
△２１，３１８ ０

産 純資産合計 ８３７，６０１ ０ ０ ０ ０ ０ ２５７，４９５ ５１３，５３６ １，２１２，６９５ ４，８５５，２４２ ３７１，６２４ ５５，５１８

負 債 ・ 純 資 産 合 計 １，６１２，０３４ １，２９９，５１３ ８７，３２７ ５９３ １，８９８，２３９ ０ ５５２，８７８ ５７９，６７９ １，２５６，３３１ ６９，４７４，０９０ ２，２０４，５１３ ２３４，０４５

（注）短期経理の上段は短期、下段は介護に係るもの、保健経理の上段は保健、下段はメンタルヘルス対策事業に係るもの
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